
令和５年２月 価格転嫁の円滑化に関する協定締結（Ｐ２）

令和５年３月 大分県「価格交渉促進月間」（Ｐ３）

令和５年４月～６月 春の500社訪問（資料２）

令和５年８月 おおいた産業活力創造戦略2023策定（Ｐ４）

県及び九州経済産業局、中小機構九州本部との中小企業・小
規模事業者の支援に関する協定締結について（Ｐ６）

令和５年９月 大分県「価格交渉促進月間」

令和５年10月～11月 秋の500社訪問

令和５年10月27日 中小企業活性化条例推進委員会の開催

3(1)①中小企業活性化条例に係る取組の進捗状況 資料１
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＜目的＞
物価上昇が続く中、成長と分配の好循環を生み出すべく、中小

企業・小規模事業者の賃上げを実現するとともに、労務費、原材
料費、エネルギーコスト等の上昇分を適切に価格転嫁することに
ついての気運を醸成することにより、サプライチェーン全体での
共存共栄の付加価値の向上を図り、県内中小企業・小規模事業者
の稼ぐ力を高める。

＜協定項目＞
①価格転嫁の状況に関する情報収集と発信
②価格転嫁の円滑化に関する支援情報等の周知
③パートナーシップ構築宣言の促進

＜協定参加機関・団体＞
大分県、九州経済産業局、九州運輸局、大分労働局
大分県経営者協会、大分県商工会議所連合会
大分県商工会連合会、大分県中小企業団体中央会、大分経済同友会
大分県中小企業家同友会、大分県トラック協会
日本労働組合総連合会大分県連合会、大分県銀行協会

計１３団体

＜協定期間＞
令和５年２月１７日～令和６年３月３１日
⇒自治体での価格転嫁円滑化に関する協定締結は全国２例目

（西日本では初）
協定参加機関・団体でフォーラムも開催

価格転嫁の円滑化に関する協定締結

協定締結式
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価格転嫁の状況や支援情報等の発信
パートナーシップ構築宣言の促進
（大分県は一部の補助金審査における

加点措置も実施）
価格転嫁に関するセミナーの開催や周知

大分県「価格交渉促進月間」

県 宣言企業数 宣言企業数割合 全企業数

福岡県 1,109 0.82% 135,389
佐賀県 214 0.87% 24,459
長崎県 247 0.59% 41,846
熊本県 327 0.68% 47,877
大分県 465 1.34% 34,752
宮崎県 204 0.59% 34,855
鹿児島県 422 0.84% 49,970
沖縄県 241 0.51% 47,168
九州 3,229 0.78% 416,316
全国 35,435 0.99% 3,589,333

大分県のパートナーシップ構築宣言企
業数は４６５社
宣言企業数の割合は、九州の中で最も
高い

宣言企業数は2023年10月19日現在、全企業数は2023年版中小企業白書の2016年の数 -3-



おおいた産業活力創造戦略２０２３について

県は大分県中小企業活性化条例に基づき、中小企業の振興に関する計画を策定しています。２０２３年度は、「価格
転嫁」「物価高騰」への対応をしっかりと行いつつ、事業者の皆様が「元気」になる支援、地元で働くことができる産
業を創出するため「未来創造」を力強く推進していきます。
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事業名 予算額 内容

外国人労働者受入対策
強化事業

4,703万円 外国人材の受入れ・定着を推進するため、海外に向けた情報発信や就業環境等の整備に取組む企業への支援等を実施する。
・外国人材の就業環境整備等に対する助成（補助率 １／２、限度額50万円ほか）
・ＳＮＳを活用した外国人向け県内情報の発信

中小企業等デジタルス
キル向上支援事業

3,165万円 中小企業等のＤＸ化の第一歩を後押しし、各社の課題を解決するため、即戦力となるデジタル人材の育成とデジタルツール
導入をワンストップで支援する。

国内誘客総合推進事業 8,000万円 デスティネーションキャンペーンにおける誘客効果の更なる向上と県内での観光消費拡大を促進するため、旅行者を対象と
した地域クーポンを発行する。
・対象 １万円以上の宿泊及び旅行プラン（日帰り旅行含む、3,000円／人・泊）

おおいたスタートアッ
プ支援事業

919万円 新たビジネスや雇用を創出し地域経済の活性化を図るため、創業の裾野拡大と成長志向の高い起業家の発掘・育成等に取り
組む。

エネルギー関連産業成
長促進事業

1億1,702万円 県内のエネルギー関連産業の成長を促進するため、大分県エネルギー産業企業会を中心に、本県の強みを生かしたエネル
ギー関連施策を展開する。
・水素ステーションの設置や水素燃料電池車両の導入に対する助成
・水素燃料電池トラック等の県内導入に向けた運用実証

次世代モビリティサー
ビス活用促進事業

2,117万円 今後の市場拡大が期待される次世代空モビリティの活用により地域課題を解決するため、用途・機体・ルート等の調査・実
証を行う。

ＬＰガス等価格激変緩
和対策事業

20億6,500万円 エネルギー価格の高騰により影響を受ける、ＬＰガスの一般消費者等や特別高圧契約で受電する中小企業に対して支援する。
※対象期間 令和５年１月～９月
・ＬＰガスの一般消費者等に対する助成（3,000円／契約）
・特別高圧契約（2万ボルト以上）で受電する中小企業に対する助成（３．５円/kWh）

中小企業等エコエネル
ギー導入支援事業

4億2,500万円 中小企業等のカーボンニュートラルへの対応を図るため、エコエネルギーの導入を促進する。
・太陽光発電と蓄電池を組み合わせた自家消費型エネルギー設備等の導入への助成（補助率１／２、限度額600万円ほか）

地域消費喚起プレミア
ム商品券支援事業

20億1,000万円 県内消費の下支えによる地域経済の活性化を図るため、プレミアム付商品券を発行する商工会・商工会議所等に対して、市
町村と連携して支援する。（プレミアム率30％、発行規模130億円程度（市町村による上乗せ含む））

※賃上げをした場合に、補助金の補助率や上限額を引き上げる“賃上げ枠”も設定（要件：事業所内の給料・賃金等支給総額が事業実施前月比１．５％以上増加）

(参考)Ｒ５年度の主な補正予算(商工観光労働部のみ)

事業名 通常枠 賃上げ枠

外国人労働者受入対策強化事業 補助率１／２、上限５０万円 補助率１／２、上限１００万円

宿泊業経営力強化加速化事業 補助率１／２、上限２００万円 補助率１／２、上限２５０万円

中小企業等エコエネルギー導入支援事業 補助率１／２、上限６００万円 補助率３／４、上限１，０００万円
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県 九州経済産業局 中小機構九州本部で協定を締結
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